
A ． 産 業 競 争 力 の

強 化

関 係

府 省 等
対 応 状 腕 主 な 成 果 課 題 こ れ か ら の 取 り 組 み

ィ ． 税 制 改 革

（1）持続的な経済成長を実現す

財務省 ・総
務省

・平成15年度税制改正において、 ・法人税の負担水準の見直しにつ（む第156回国会において平成15

るために （彰研究開発・設備投資減税の集中・重 いては、今後他の先進国との税 年度税制改正法案の年度内成立
r広く薄く簡素にj‾の観点から、 点化、 率のバランスを踏まえ、所得税、 を図る。法案の成立・施行にあ
所得税・住民税・法人に対する ②金融・証券税制の軽減・簡素化、 消費税を含む税体系全体のあり たっては、新しい制度が国民に利
課税の負担構造を検討する。法 ③土地流通課税の大幅な軽減、 方の見直しの中で検討していく。 用されるよう政府広報等の手段に
人に対する課税については、そ

の実効税率の引下げと課税
ベースの拡大を検討する。その

を実施することとしている。

・平成15年度税制改正において、資本

より情報提供を行う。
②・③「基本方針200 2」や「ある
べき税制の構築に向けた基本方

一環として、法人事業税の外形
標準課税について、「改革と展
望」に示した考え方に沿って検
討する。研究開発投資やIT投資
等を税制でも促進できるよう検
討する。金融資産課税の見直し
と有効利用を促す土地税制を検
討する。

金1億円超の法人を対象として、外形
基準の割合を4分の1とする外形標準
課税制度の導入を創設することとして
いる。

針」を踏まえ、更なる検討を行う。
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ホ．その他の制度改革

○その他
・公正取引委員会の内閣府
移行

総務省

公正取引委員会の位置付け
については、平成15年4月か
ら内閣府の外局に移行させる
こととし、今通常国会に、「公
正取引委員会を内閣府の外
局に移行させるための関係法
律の整備に関する法律案」を
提出（1月31日）。

政策目標A・総務省・基本方針2002（制度・政策改革集中審議） Pagel



A ． 産 業 競 争 力 の

強 化

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 こ れ か ら の 取 り組 み

ィ ． 税 制 改 革

（1）持続的な経済成長を実現す

財務省・総
務省

1平成15年度税制改正において、 ・法人税の負担水準の見直しにつ①第156回国会において平成15
るために （彰研究開発・設備投資減税の集中・重 いては、今後他の先進国との税 年度税制改正法案の年度内成立
「広く薄く簡素に」の観点から、 点化、 率のバランスを踏まえ、所得税、 を図る。法案の成立・施行にあ
所得税・住民税・法人に対する ②金融・証券税制の軽減・簡素化、 消費税を含む税体系全体のあり たっては、新しい制度が国民に利
課税の負担構造を検討する。法 ③土地流通課税の大幅な軽減、 方の見直しの中で検討していく。 用されるよう政府広報等の手段に
人に対する課税については、そ
の実効税率の引下げと課税
ベースの拡大を検討する。その

を実施することとしている。

・平成15年度税制改正において、資本

より情報提供を行う。
②・③「基本方針200 2」や「ある
べき税制の構築に向けた基本方

一環として、法人事業税の外形
標準課税について、「改革と展
望」に示した考え方に沿って検
討する。研究開発投資やIT投資
等を税制でも促進できるよう検
討する。金融資産課税の見直し
と有効利用を促す土地税制を検
討する。

金1億円超の法人を対象として、外形
基準の割合を4分の1とする外形標準
課税制度の導入を創設することとして
いる。

針」を踏まえ、更なる検討を行う。
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A ．産 業 競 争 力 の

強 化

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 これ か らの 取 り組 み

ィ ． 税 制 改 革

Ⅱ．経済活性化に向けた構造

財務省・総
務省

・平成15年度税制改正において、 ・法人税の負担水準の見直しにつ（訂第156回国会において平成15
改革加速策 （D研究開発・設備投資減税の集中・重 いては、今後他の先進国との税 年度税制改正法案の年度内成立
1．持続的な経済社会の活性化 点化、 率のバランスを踏まえ、所得税、 を図る。法案の成立・施行にあ
のための税制改革の推進 ②金融・証券税制の軽減・簡素化、 消費税を含む税体系全体のあり たっては、新しい制度が国民に利
（1）法人課税 ③土地流通課税の大幅な軽減、 方の見直しの中で検討していく。 用されるよう政府広報等の手段に
経済のエンジンは企業の積極
的な活動である。法人関係では
研究開発やIT投資に対する減

を実施することとしている。

・平成15年度税制改正において、資本

より情報提供を行う。
②・③r基本方針2002」やrある
べき税制の構築に向けた基本方

税等を実施する。法人税率の取
扱いについては、マクロ経済の
状況、国際的視野、税体系のあ
り方も勘案しつつ、引き続き検
討する。

金1億円超の法人を対象として、外形
基準の割合を4分の1とする外形標準
課税制度の導入を創設することとして
いる。

針」を踏まえ、更なる検討を行う。

（4）土地税制

財務省・総
務省

平成15年度税制改正において、登録 ①第156回国会において平成15
都市再生等、土地の有効利用 免許税等、土地流通課税の大幅な軽減 年度税制改正法案の年度内成立
の促進に資するため、土地税制
の見直しを行う。

を行うこととしている。 を図る。法案の成立・施行にあ
たっては、新しい制度が国民に利
用されるよう政府広報等の手段に
よりPR・情報提供を行う。

（5）金融・証券税制 財務省・総 ・平成15年度税制改正において、エン ①第156回国会において平成15
株式に係る課税の簡素化や貯 務省・経済 ジェル税制について、現行の優遇措置 年度税制改正法案の年度内成立
毒から投資への改革のための 産業等 を拡充するとともに、新たに、ベン を図る。法案の成立・施行にあ
金融・証券税制の大 チャー企業（特定中小会社）への投資 たっては、新しい制度が国民に利
胆な見直しを行う。 額について、同一年分の株式譲渡益か

ら控除する等の措置を講ずることとして
いる。
・平成15年度税制改正におLiて、上場
株式等の配当及び公募株式投資信託
の収益分配金並びに上場株式等の譲
渡益について、20％源泉徴収で納税
が完了する仕組み（申告不要）を導入
するとともに、今後、5年間10％の優遇
税率を適用する。また、公募株式投資
信託の償還（解約）損と株式等譲渡益と
の通算を可能とすることとしている。

用されるよう政府広報等の手段に
よりPR・情報提供を行う。

政策目標A・総務省・改革加速のための総合対応策 Pagel



（6）中小企業税制
活力ある中小企業の経営基盤
を強化するため、中小企業税
制の見直しを行う。

財務省・総
務省・内閣
府・経済産
業省・環境
省・厚生労
働省

・平成15年度税制改正において、研究
開発減税として、試験研究費の総額に
係る特別税績控除の創設、産官学連携
の共同研究・委託研究に係る特別税鏡
控除制度の創設、中小企業技術基盤
強化税制の拡充を行うとともに、設備投
資減税として、ソフトウェアを含むIT投
資促進税細・開発研究用設備の特別償
却制度の創設等を実施することとして
いる。

第156回国会において平成15
年度税制改正法案の年度内成立
を図る。法案の成立・施行にあ
たっては、新しい制度が国民に利
用されるよう政府広報等の手段に
よりPR・情報提供を行う。

政策目標A・総務省・改革加速のための総合対応策 Page2



A ．産 業 競 争 力

の 強 化

関 係

府 省 等
対 応状 況 主な 成果 課題 これ か らの 取 り組 み

ハ ．規 制改 革

汀化に伴ない重要性を増し公正取引委 平成13年8月から学識経験 近年の情報通信技術 （l 引き続き，知的財産権に開 （D第156回国会会期末
ているソフトウェアの取引員会 者及び実務家からなる 「ソ T ）・の進展に伴い，企業の 達する取引等について，独 ②平成15年末
の一層の競争推進を図るた フトウェアと独占禁止法に 事業活動における重要性が 占禁止法上の考え方の明確 （諺それ以降
め，ソフトウェアライセン 関する研究会」を開催し， 増しているソフトウェアに 化を図っていくことが必要 今後も知的財産権に開す
ス契約等の独禁法上の考え ソフトウエアライセンス契 係る取引について，独占禁 である。 る独占禁止法上の考え方の
方を明確化する。 約等の独占禁止法上の考え 止法上の考え方の明確化を 明確化を一層進めることと

方を検討。平成14年度末ま
でに計7回の研究会を開催
し，研究会の報告書 「ソフ
トウェアライセンス契約等
に関する独占禁止法上の考
え方」を公表した （平成14
年3月）。

図った。 する。

放送と通信の融合の進展を
踏まえ，競争を促進する観
点から，独占禁止法のガイ
ドラインの策定など必要な
措置について検討を行い，
14年度内に結論を得る。

公正取引委
員会

「デジタルコンテンツと競
争政策に関する研究会」を
開催し，その中でインター
ネット等のネットワークを
利用した映像コンテンツ等
の提供に関する独占禁止法
上の考え方について検討を
行い，その検討結果を報告
書として公表予定 （平成15
年3 月）。

政策目標A・公取委・基本方針（改革工程表） Pagel



ホ ．その他 の制

度 改革

○独禁法違反行為に対する公正取引委○在外者に対する送達手続 ○在外者に対する送達手続
公正取引委員会の執行力を員会 等の各種手続規定等を改正 等の各種手続規定を整備す
強化するため，在外者に対外務省 することを内容とする独占 ることによって，独占禁止
する送達手続等の各種手続 禁止法改正法が成立，施行 法違反行為に対する公正取
規定を改正する。 済み。 引委員会の執行力の強化に

寄与。

○官製談合を防止するた 公正取引委 ○入札談合等の独占禁止法 ○岩見沢市発注の建設工事
め、与党において入札談合員会 違反行為に関与した発注者 の入札談合事件について，
に関与した発注者側に対す に対して改善措置の要求を 平成15年 1月30日，独占禁
る措置の導入を含めた法整 することができるようにす 止法に基づき勧告を行うと
偏の動きがあることを踏享 ること等を内容とする 「入 ともに、入札談合等関与行
え、必要な検討を行う。 札談合等関与行為の排除及

び防止に関する法律案」
が、平成14年 7 月24日に議
員立法として成立し、平成
15年 1 月6日に施行された。

為の排除及び防止に関する
法律に基づき同市長に対し
て改善措置の要求を行っ
た。

政策目標A・公取委・基本方針（改革工程表） Page2



A．産業競争力
の強化

対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

ハ．規制改革
経済産業省は、引き続き電
力・ガスの公正かつ透明性
の高い供給システムを実現
するため、小売の自由化範
囲の拡大などの規制改革の
徹底を図る。また、経済産
業省及び公正取引委員会は
引き続き協力して公正な競
争環境の整備を図る。

公正取引委
員会

我が国電気事業制度の在り
方については、平成13年
11月より総合資源エネル
ギー調査会電気事業分科会
を開催し、また、ガス事業
制度の在り方については、
平成14年9月より　同調査
会都市熟エネルギー部会を
開催し、幅広く御審議いた
だいたところであり、それ
ぞれ本年2月に答申が取り
まとめられ、大臣に報告が
なされた。
また、同分科会及び同部会
には公正取引委員会も参加
する等、電気事業分野及び
ガス事業分野における公正
な競争を促進する観点か
ら、経済産業省と公正取引
委員会は必要な連携を図っ
ている。

電力・ガス事業制度改革に
ついては、エネルギーの安
定供給の確保と環境への適
合を図り、これらの政策目
的を十分考慮しつつ、経済
構造改革を推進することが
重要との結論に達したとこ
ろ。
具体的には、
①電力の広域的な流通の円
滑化のための環境整備
②公平性・透明性確保によ
るネットワーク管理部門の
発電事業者等に対する調整
機能の確保
③特に電力について、発送
配版の一貫体制の維持や卸
電力市場の整備など、原子
力を含む安定的な電源開発
の推進のための環境整備等
④ガスについては、導管網
の円滑な整備を促進するた
めの環境整備と有効利用の
ための仕組みの充実、市場
活性化を図るための大口供
給・卸供給に係る規則の見
直し等
を図りつつ、これらの結
果、安定供給や環境への適
合が図られる範囲内で小売
自由化範囲拡大を進めてい
くことが適当であるとの結
論を得た。

電事業分科会及び都市熟エ
ネルギー部会の報告書に基
づき、詳細な制度設計に取
り組む。

第156回国会会期末
電気事業法及びガス事業法
の改正を行う。

②平成15年末
③それ以降
＜電気＞
・平成16年
現行制度の下で、500kW以上
の高圧需要家まで電力小売
自由化範囲拡大
・平成17年
新制度の下で、50kW以上の
全ての高圧需要家まで電力
小売自由化範囲拡大
・平成19年
家庭用も含め、50kW未満の
需要家に対する全面自由化
について、検討開始予定
＜ガス＞
・平成16年
新制度の下で、年間使用量
50万m3以上の需要家まで
小売を自由化・平成19年
年間使用量10万m3以上の
需要家まで小売を自由化

政策目標A・公取委・基本方針2002（経済活性化戦略） Pagel



経済活動のグローバル化の
進展等、わが国の経済実態
の変化に迅速に対応するた
め、独禁法における一般集
中規制に係る規定を改正す
る。

公正取引委
員会

・一般集中規制に係る規定
を改正する独禁法一部改正
法が，平成14年5月29日に
公布され，同年11月28日か
ら施行された。

・大規模会社の株式保有総
額の制限を廃止するととも
に，従来，認可を行ってき
た金融会社による金融関連
会社の議決権保有を第11条
の規制対象から除外し，当
該認可を不要とした。

政策目標A・公取委・基本方針2002（経済活性化戦略） Page2



ホ．その他の制度改革
公正取引委員会は、
環境変化に対応し、平成14
年度から、知的財産権、電
子商取引等に関する独占禁
止法上の考え方の明確化を
一層進める。

公正取引委
員会

（知的財産権関係）
デジタルコンテンツの取
引等に係る競争政策上の課
題について検討するため，
平成14年6月より，有識者か
ら成る　rデジタルコンテン
ツと競争政策に関する研究
会」を開催。平成14年度末
までに計9回の研究会を開
催し，「デジタルコンテン
ツと競争政策に関する研究
会」の報告書を公表予定
（平成15年3月）。
（電子商取引関係）
公正取引委員会は，イン
ターネット・サーフ・デ
イ，電子商取引監視調査シ
ステム等により収集した問
題事例を検討する等によ
り，最近のBtoC取引をめぐ
る環境の変化，インター
ネットに関する苦情・相談
の傾向等を踏まえ，BtoC取
引の健全な発展と消費者取
引の適正化を図るとの観点
から，平成14年6月，
BtoC取引における表示につ
いて，景品表示法上の問題
点を整理し，具体的な問題
事例を例示するとともに，
事業者に求められる表示上
の留意事項を取りまとめた
r消費者向け電子商取引に
おける表示についての景品
表示法の問題点と留意事
項」を公表した。

－（知的財産権関係）
コンテンツ取引等に関する
今後の競争政策上の課題を
明らかにし，コンテンツの
制作，流通に係る独占葉止
法上の考え方について明確
化を図る予定。
（電子商取引関係）
平成14年8月から運用を
開始している電子商取引監
視調査システムを通じて電
子商取引調査員から報告の
あった508サイトのう
ち，問題となる表示が見受
けられた108サイトの管
理者に対し啓発メールを送
信し，表示の適正化を図っ
た。

（知的財産権関係）
引き続き，知的財産権に関
連する取引等について，独
占禁止法上の考え方の明確
化を図っていくことが必要
である。
（電子商取引関係）
電子商取引の適正化のため
には，電子商取引監視調査
システムによるインター
ネット上の広告表示の監視
体制をより充実させる必要
がある。

（知的財産権関係）
（り第156回国会会期末
②平成15年末
（塾それ以降
今後も知的財産権等に関
する独占禁止法上の考え方
の明確化を一層進めること
とする。
（電子商取引関係）
平成15年度は電子商取引
調査員を80名に増員し，
更に監視体制を強化。ま
た，今後とも電子商取引監
視調査システムの運用等に
より，電子商取引における
表示に対する常時監視を継
続し，景品表示法に違反す
る事実が認められた場合は
法的措置を講じるなど厳正
に対処するとともに，留意
事項に照らして問題が認め
られたサイトについては，
啓発メールを送信する。
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関係府省は、引き続き、電
子商取引、知的財産保護や
標準化、競争政策や投資に
かかるルール作り等、国際
的ルール作りへ積極的な貢
献を行う。

公正取引委
員会

WTOにおける多国間の枠組み
での競争政策に関するルー
ル作りの検討（貿易と競争
の相互作用に係る作業部会
への出席）

OECDにおける多国間の枠組
みでの競争政策に関する
ルール作りの検討（競争委
員会への出席）

WTOにおける
での競争政策に関するルー
ル作りの検討（貿易と競争
の相互作用に係る作業部会
への出席）

OECDにおける多国間の枠組
みでの競争政策に関する
ルール作りの検討（競争委
員会への出席）

WTOにおける多国間の競争政
策のルール作りに関して
は，平成13年11月の＿ドーハ
閣僚会議において，交渉開
始が一部途上国の反対によ
り見送られたところであ
り，現在，平成15年の第5回
閣僚会議で交渉を開始すべ
く作業部会において交渉の
内容や方法について議論を
行っている。

第156回国会会期末

WTOにおける多国間の枠組み
での競争政策に関するルー
ル作りの検討の継続（貿易
と競争の相互作用に係る作
業部会への出席）

OECDにおける多国間の枠組
みでの競争政策に関する
ルール作りの検討（競争委
員会への出席）

②平成15年末
WTOにおける多国間の枠組み
での競争政策に関するルー
ル作りの検討（第5回閣僚
会議後の対応）

OECDにおける多国間の枠組
みでの競争政策に関する
ルール作りの検討（競争委
員会への出席）
③それ以降
WTOにおける多国間の枠組み
での競争政策に関するルー
ル作りの検討（第5回閣僚
会議後の対応）

OECDにおける多国間の枠組
みでの競争政策に関する
ルール作りの検討（競争委
員会への出席）
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関係府省は、各種障壁を撤
廃し、制度の共通化・統一
化を進めた「東アジア自由
ビジネス圏」の創設に向
け、平成14年度から環境
整備を行う。

公正取引委
員会

ジアとの経済連携強
化における競争政策の役
割」をテーマとした独占禁
止法国際問題研究会の開催
（平成14年3月～9月），
同研究会報告書の取りまと
め，公表（平成14年9月24
日）
報告書では，
・東アジア諸国に対する競
争法・政策の整備t運用に
関する支援
・経済連携協定への競争政
策条項の導入
・多国間の枠組みにおける
競争政策分野の国際協力の
推進
・東アジア諸国からの輸入
増大に対する貿易救済措置
の発動に関する競争政策の
観点からの評価，提言
・競争政策分野における人
材育成及び外部機関との連
携・協力体制の強化
等を提言。

争政策条項を盛
日・シンガポール新時代経
済連携協定が発効（平成14
年11月）

ASE州経済統合に必要な競争
法・政策の確立に関する共
通認識の醸成を目的とした
「ASE州競争カンファレンス
（パリ島）」の開催（平成
15年3月）

APECエコノミーの競争当局
等を対象に「APEC競争政策
に係る研修セミナー（ハノ
イ）」の開催（平成15年3
月）

第156回国会会期末
引き続き東アジア地域にお
ける多国間の枠組みへの参
加，経済連携協定締結交渉
における競争政策条項の導
入の推進

②平成15年末
引き続き東アジア地域にお
ける多国間の枠組みへの参
加，経済連携協定締結交渉
における競争政策条項の導
入の推進

r日ASEAN競争政策セミナー
（仮称：15年度開催計
画）」の開催による，ASE州
地域との情報交換・経験共
有の一層の促進，技術支援
活動の実施（東南アジアに
職員，専門家を派遣して，
競争法・政策に係る現地セ
ミナーの開催を計画）

「APEC競争政策に係る研修
セミナー」の開催
③それ以降
引き続き東アジア地域にお
ける多国間の枠組みの参
加，経済連携協定締結交渉
における競争政策条項の導
入の推進

「日ASE州競争政策セミ
ナー」の開催による，ASEAN
地域との情報交換・経験共
有の一層の促進，技術支援
活動の実施

「APEC競争政策に係る研修
セミナー」の開催
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関係府省は、FTAな
済連携を推進・強化するこ
ととし、これに必要な課題
の克服に取り組む。

公正取引委
員会

○各FTA締結に向けた
各種会合への出席

日韓FTA共同研究会

日メキシコ経済連携

日タイ経済連携

日フィリピン経済連携

日ASEAN経済連携委員会

競争政策条項を盛り込んだ
日・シンガポール新時代経
済連携協定の発効（平成14
年日月）

日メキシコ経済連携正式交
渉の開始（平成14年11月）

第156回国会会期末
各FTA締結に向けた検討，各
種会合への出席

②平成15年末
各FTA締結に向けた検討，各
種会合への出席

「日ASEAN競争政策セミナー
（仮称：15年度開催計
画）」の開催による，ASEAN
地域との情報交換・経験共
有の一層の促進，技術支援
活動の実施（東南アジアに
職員，専門家を派遣して，
競争法・政策に係る現地セ
ミナーの開催を計画）

③それ以降
各FTA締結に向けた検討，各
種会合への出席

r日ASEAN競争政策セミナー
（仮称：15年度開催計
画）」の開催による，ASE州
地域と

政策目標A・公取委・基本方針2002（経済活性化戦略） Page6


